
初期値 目標値

平成23年～27年の平均 24年 25年 26年 27年 28年 毎年

96% − − − 97% 95% 95％以上

− − − 95％以上 95％以上

初期値 目標値

26年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 32年度

78% − − 78% 80% 81% 100%

− − − − −

初期値 目標値

14年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 毎年度

0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件

0件 0件 0件 0件 0件

初期値 目標値

14年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 毎年度

0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件
0件 0件 0件 0件 0件

初期値 目標値
23年度末 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 28年度末

82% 84.5% 85.3% 85.9% 86.7% 87.3% 86%
− − − − −

初期値 目標値
26年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 32年度
78% − − 78.0% 80.0% 83.0% 100%

− − − − −
初期値 目標値
26年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 32年度
52% − − 52.0% 52.0% 67.0% 100%

− − − − −
初期値 目標値
27年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 32年度
0箇所 − − − 0箇所 0箇所 1箇所

− − − − −

参考指標

参５０　航路標識のLED灯器の
耐波浪整備率

実績値
評価

実績値
評価

年度ごとの目標値

参５１　海上交通管制の一元化
実施海域数

実績値
評価

年度ごとの目標値

参４７　ふくそう海域における、
航路閉塞や多数の死傷者が発
生するなどの社会的影響が著
しい大規模海難の発生数

実績値
評価

年度ごとの目標値

評価

年度ごとの目標値

参４６　海上及び海上からのテ
ロ活動による被害の発生件数

実績値

年度ごとの目標値

６８　航路標識の耐震補強の整
備率

実績値

参４８　航路標識の自立型電源
導入率

実績値

年度ごとの目標値

参４９　航路標識の耐波浪補強
の整備率

評価

年度ごとの目標値

評価結果

要救助海難の救助率については、捜索活動を含めた救助救急活動や自己救命策
確保の実施状況等についての調査・分析を実施し、抽出した課題をもとに救助体制
の改善を図るとともに、今後も関係機関と連携し、効果的に各種取り組みを実施し、
救助率の維持・向上を図っていく。
また、航路標識の耐震整備事業について、更に整備計画を加速させていく。

評価

A

業績指標67については、目標を達成したが、業績指標68については目標に近い実
績を示さなかったため、「④進展が大きくない」と判断した。

評価

施策の分析

業績指標

B

６７　要救助海難の救助率

実績値

年度ごとの目標値

④進展が大きくない

　（判断根拠）

次期目標等への
反映の方向性

施策目標個票
（国土交通省28－⑱）

施策目標 船舶交通の安全と海上の治安を確保する

施策目標の概要及び
達成すべき目標

業績指標67については、目標を達成した。業績指標68については整備計画を立
て、目標年次に目標を達成すべく、計画的な整備を図っている。東日本大震災を踏
まえ非常災害時における東京湾での船舶交通の安全確保を図るべく一元的な海上
交通管制の整備を進めているため、本計画各年度の整備基数は異なり、平成27年
度、28年度と計画整備基数自体が少なかったものの、計画に則り、着実な整備を進
めている。今後は整備基数を増加させる計画となっており、実績値が上昇し、目標
達成が見込まれる。

すべての人が安心して海を利用し様々な恩恵を享受できるよう船舶交通の安全と海上の治安を確保する。

　（各行政機関共通区分）

目標達成度合いの
測定結果



26年度 27年度 28年度 29年度
85,954 85,193 84,148 105,144

21,302 22,385 69,253 −

4,110 4,347 5,165 −

111,366 111,925 158,566 105,144
<0> <0> <0> <0>

106,641 104,701

2,994 5,165

1,731 2,060

国土交通省政策評価会（平成29年6月23日）

政策評価実施時期海上保安庁

施策の予算額・執行額等
【参考】

区分

作成責任者名
総務部政務課
（課長　島田　勘資）

不用額（百万円）

担当部局名

学識経験を有する者の知
見の活用

平成29年8月

翌年度繰越額（百万円）

前年度繰越等（c）

合計（a＋b＋c）

予算の
状況

（百万円）

執行額（百万円）

当初予算（a）

補正予算（b）

30年度要求額



業績指標６７ 

 要救助海難の救助率* 

 

 

（指標の定義） 

要救助者に対する救助成功者の割合 

救助率＝（救助された乗船者数①＋救助された海中転落者数②）/（自力救助を除く要救助海難の乗船者数③＋自

力救助を除く乗船者の海中転落者数④） 

※初期値（９６％） 

 （９５％＋９６％＋９６％＋９５％＋９７％）/５＝９６％ 

【内訳】 

 平成２３年救助率（①３８２４＋②４６）/（③３９３２＋④１６０）＝９５％ 

 平成２４年救助率（①５０４１＋②４８）/（③５１１９＋④１６０）＝９６％ 

平成２５年救助率（①４２８４＋②６１）/（③４３６８＋④１６１）＝９６％ 

平成２６年救助率（①３８９５＋②５３）/（③３９９１＋④１７１）＝９５％ 

平成２７年救助率（①３９００＋②４７）/（③３９４８＋④１３４）＝９７％ 

※直近値（平成２７年救助率９７％） 

（３９００＋４７）/（３９４８＋１３４）＝９７％ 

    （平成２８年救助率９５％） 

（３１３２＋４１）/（３１８８＋１４０）＝９５％ 

 

（目標設定の考え方・根拠） 

海難等における死者・行方不明者を減少させるためには、救助率を維持・向上することが重要であることから、救

助率９５％以上を目標とする。なお、平成２８年３月１１日に閣議決定された第１０次交通安全基本計画において、

要救助海難に対する全体の救助率を、今後も９５％に維持確保とすることが目標として掲げられている。 

※第１０次交通安全基本計画閣議決定前の５年間（平成２３年～平成２７年）の統計によれば、要救助海難に対

する全体の救助率は９６％と高い水準で推移しており、平成２８年以降も９５％以上に維持確保することを新た

に目標とした。 

（外部要因） 

気象海象 

（他の関係主体） 

 防衛省、地方自治体、海事関係者、民間救助組織、医療関係者 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  ・第９次交通安全基本計画（平成２３年３月３１日閣議決定） 

   「要救助海難に対する全体の救助率は、今後も９５％以上に維持確保 

・第１０次交通安全基本計画（平成２８年３月１１日閣議決定） 

   「海難等における死者・行方不明者を減少させるためには、高い救助率を維持確保することが重要であること

から救助率９５％以上とする。」 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

 

 

過去の実績値 （年） 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

９６％ ９６％ ９５％ ９７％ ９５％ 

 

評 価 

 

Ａ 

 

目標値：９５％以上（毎年） 

実績値：９５％（平成２８年） 

初期値：９６％（平成２３年から平成２７年の平均） 



 
 

主な事務事業等の概要 

① 海難情報の早期入手に向けた取り組みの推進 

海難発生から海上保安庁は情報を入手するまでに所要時間を２時間以内とするために以下の事業を実施 

 ・自己救命策確保（ライフジャケットの常時着用、防水パック入り携帯電話等の連絡手段の確保、緊急通報用電話

番号「１１８番」の有効活用）の指導・啓発 

 ・漁業関係者に対する指導 

② 救助・救急体制の充実 

沿岸海域における迅速かつ的確な人命救助体制の充実・強化を促進するため以下の事業を実施 

 ・救難体制の充実 

 ・周辺国や関係機関との合同訓練等を実施 

 ・携帯電話からの１１８番通報の通報位置情報を活用 

 ・救助・救急活動に関する調査・分析の強化 

③ ライフジャケットの着用率の向上 

ライフジャケットの着用率向上を目指すために以下の事業を実施 

 ・自己救命策確保の指導 

 ・ライフジャケット着用義務範囲拡大を踏まえたライフジャケット常時着用の周知・啓発活動 

 

 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

「要救助海難の救助率」は、平成２７年９７％、平成２８年９５％となり、当庁のほか関係機関と連携した海事関

係者等への粘り強い安全指導や当庁救助体制の強化等によって、両年において目標の９５％以上を達成すること

ができた。 

・引き続き本事業を推進していくことで９５％以上を達成できるものと思料する。 

（事務事業等の実施状況） 

① 海難情報の早期入手に向けた取り組みの推進 

 ・「ライフジャケットの常時着用」、「防水パック入り携帯電話等の連絡手段の確保」、「緊急通報用電話番号「１

１８番』の有効活用」を基本とする自己救命策確保を推進する各種キャンペーン活動、あらゆる広報媒体を活

用した周知・啓発活動を実施した。 

 ・海難率の高い漁業従事者・プレジャーボート等乗船者に対する安全指導・啓発活動等を実施した。 

 ・ＧＭＤＳＳ機器（注１）の適正使用の指導・啓発を実施した。 

② 救助・救急体制の充実 

 ・速力、捜索監視能力等の向上を図った巡視船艇・航空機の整備等を行った。 

 ・周辺国等の捜索救助機関の実務者間による協議並びに捜索救助に関する合同訓練及び机上訓練を実施した。 

 ・公益社団法人日本水難救済会、特定非営利活動法人日本ライフセービング協会等民間海難救助組織との連携を

図った。 

 ・メディカルコントロール体制（注２）の充実のため、海上保安庁メディカルコントロール協議会総会及び小委



員会を開催し、救急救命士の救急救命処置等に関する所要の改善を図った。 

 ・携帯電話からの１１８番通報があった場合には通報位置情報も受信し、海上保安業務情報システムに表示させ

ることにより、情報の効果的な活用を図った。 

 ・諸外国海上保安機関から、誤発射された遭難信号への対応方針に関する情報収集を行い、当庁の対応方針を改

めることで、救助態勢の空白期間を解消し、もって救助態勢の充実を図った。 

 ・捜索救助活動等について調査・分析を強化した。 

③ ライフジャケット着用率の向上 

 ・「海難情報の早期入手に向けた取り組みの推進」と同様、自己救命策確保を推進する各種キャンペーン活動、

あらゆる広報媒体を活用した周知・啓発活動を実施した。 

 ・プレジャーボート等の乗船者における着用義務違反に対して指導を実施した。 

 ・ライフジャケットの常時着用の推進については、実際の事故事例を踏まえ、膨張式救命胴衣の事前点検（メン

テナンス）の実施を併せて指導するとともに、平成 30 年２月１日より小型船舶に乗船する者への救命胴衣着

用義務範囲が拡大されることから、この趣旨を踏まえてライフジャケットの着用徹底に向けた周知・啓発活動

を実施した。 

 

（注１）：海上における遭難および安全の世界的制度で、ＳＯＬＡＳ条約に基づく人工衛星を利用した海上安全

通信システム 

（注２）：救急救命士が実施する救急救命業務の質を医学的観点から保証する体制 

 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

業績指標の実績値は、目標値９５％を達成したため、「Ａ」と評価した。この結果は、当庁が関係機関と連携し

つつ実施した各種取組みが効果的に機能しているものと分析できる。 

今後も捜索活動を含めた救助救急活動や自己救命策確保の実施状況等についての調査・分析を引き続き実施し、

抽出した課題をもとに救助体制の改善を図るなどして救助率の維持・向上に取り組んでいく。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 海上保安庁警備救難部救難課   （課長 増田 克樹） 

関係課： 海上保安庁警備救難部管理課   （課長 瀬口 良夫） 

 



業績指標６８ 

 航路標識の耐震補強の整備率* 

 

 

（指標の定義） 

航路標識の耐震補強の整備率 

 整備率＝耐震補強を行った航路標識①÷耐震対策を講じる必要があると判定された航路標識② 

※初期値（平成２６年度）：①１７９／②２２９（基）＝７８％ 

※直近値（平成２７年度）：①１８３／②２２９（基）＝８０％ 

    （平成２８年度）：①１８５／②２２９（基）＝８１％ 

※目標値（平成３２年度）：①２２９／②２２９（基）＝１００％ 

（目標設定の考え方・根拠） 

災害発生時における海上輸送ルートの安全確保を図り船舶交通の被害の最小化を図るため、船舶の航行に不可欠な

航路標識の耐震補強整備を推進する。 

耐震対策を講じる必要があると判断された航路標識２２９基について、平成３２年度までに、そのすべてを耐震補

強することとした。 

（外部要因） 

なし 

（他の関係主体） 

 なし 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  なし 

 【閣決（重点）】 

  社会資本整備重点計画（平成２７年９月１８日）「第２章に記載あり」 

 【その他】 

  なし 

 

 

 

過去の実績値 （年度） 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

７２％ ７５％ ７８％ ８０％ ８１％ 

 

 
 

評 価 

          Ｂ 

目標値：１００％（平成３２年度） 

実績値：８１％（平成２８年度） 

初期値：７８％（平成２６年度） 



主な事務事業等の概要 

航路標識の耐震補強の整備（◎） 

 災害発生時において、海上輸送ルートの安全確保を図るため、船舶の安全な運航に不可欠な航路標識の耐震補強を

実施し、円滑な交通を確保する。 

 予算額：航路標識整備事業費の一部   ０．３億円（平成２７年度）  ０．４７億円（平成２８年度） 

（注）◎を付した施策項目は、社会資本整備重点計画にその概要が定められた社会資本整備に係る施策に関するもの

である。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

 平成２７年度、平成２８年度において、計画した事業は順調に終了した。 

目標は平成３２年度に航路標識の耐震補強の整備率１００％のところ、最新の実績値（平成２８年度）は８１％

であるが、平成２８年度の整備基数と比較し、今後は（平成２９年度以降は）整備基数を約４～６倍増加させる計

画となっており、実績値が上昇していくため、目標年度に目標値の達成が見込まれる。 

（事務事業等の実施状況） 

 ６基（平成２７年度：４基、平成２８年度：２基）の航路標識の耐震補強を実施。 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

 

 業績指標については、平成 27 年度、平成 28 年度整備計画に則り着実な整備を実施したが、計画整備数自体が少な

かったためＢと評価した。今後は整備基数を増加させる計画となっており、実績値が上昇し、目標達成が見込まれる。 

 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 海上保安庁交通部整備課（課長 木津 直樹） 

関係課： 海上保安庁交通部企画課（課長 君塚 秀喜） 

 


